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１　指定地球温暖化対策事業者の概要
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 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要
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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の

別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

アドレス：

計 画 の
担当部署

公 表 の
担当部署

名 称

名 称

電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

中外製薬工業株式会社　浮間工場　施設グループ

０３－３９６８－４６２３（直通）

中外製薬株式会社　サステナビリティ推進部　環境・安全衛生グループ

ホームページで公表

2009

閲覧可能時間

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：太陽光パネル他、再エネ設備を積極的に導入する事とする。

閲覧場所：

年度

０３－３２７３－１１０８（直通）

http://www.chugai-pharm.co.jp/hc/ss/csr/report/index.html

当社の環境方針：製品の研究開発、製造、販売そして廃棄にいたる各段階において、廃棄物の削減、資源・エネ
ルギーの効率的利用及び環境技術の開発の促進を図ります。
中外製薬工業浮間工場の環境方針：当社医薬品生産の拠点工場として、顧客満足を目指した品質向上と地球環境
への配慮を通じ、人々の健康に貢献する活動を全従業員の参加により継続的に推進していきます。

ＣＯ２排出削減の基本方針：京都議定書発行の有無に関わらず、ＣＯ２排出量削減を推進する。
　　　同上目標　　　　　：２０２０年までに従業員１人当たりエネルギー消費量（ＧＪ）２０１０年度比２
０％削
　　　　　　　　　　　　　減

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1957 4

入手方法：

公表方法

アドレス：

中外製薬(株)浮間事業所
事業所EHS委員会

◎委員長

副委員長

●研究部門

●スタッフ部門

●生産部門（中外製薬工

○エネルギー管理者

統括担当者（サステナビリティ推進部長）

サステナビリティ推進担当役員（代表取締役副会長）

中外製薬工業(株)

◎統括管理者

○技術管理者

●推進担当者

凡



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

301334

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

再生可能エネルギーの利用を拡充し、第3計画期間以上の削減を達成する事
を目標とする。

年度

引き続き節水を行う事で、その他ガスを現状の2％以上削減した状態を維持
する。

27,724

年度 2016

275.9 280.3

2015

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 161

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

27,883

そ
の
他
ガ
ス

159

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

357.0

28,335 27,942 34,627

341.2

年度年度

275.9

年度2017 2018 2019

37,932

現在の計画期間で未了部分の対応を行いその他の温室効果ガスを第3計画期
間で2％以上の削減を目標とする。

164,805

年度まで

25%

Ⅱ
ｔ（二酸化炭素
換算）/年43,948

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

34,293

年度年度2015 2016 2017

27,72628,174

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

再生エネルギーの導入や高効率設備への更新を積極的に行い基準排出量の
25％以上の削減を目標とする。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

216

年度

2018 2019年度 年度

37,631



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

3,571

特定温室効果
ガス排出量(E)

3,607 4,055

27,724 28,174 27,726 34,293

具体的な増減要因 2019年度は建設後W40号棟稼働に伴いエネルギー使用量が大きく増加した。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

削 減 義 務
期 間 合 計

2018 年度 2019 年度年度

21,6076,3174,057

155,54837,631

43,948

11.00%

177,155

11.00%

37,86431,781

年度 2017 年度 2018

11.00%

年度

11.00%

2015 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2015 2016

2015 年度まで

157,671

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2016

2019

2017 年度

Ⅱ

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

31,781 31,781

11.00%

2019 年度

削 減 義 務 量
(D＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2005年度、2006年度、2007年度

2019 年度前削減計画期間 2018 年度

○ ○

2015 年度 2016 年度 2017 年度

19,484



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E53号棟　空冷チラーの高効率機種への更新
と一部ヒートポンプチラーへの変更

2010年度

2 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E54号棟　空冷チラーの高効率機種への更新
と一部ヒートポンプチラーへの変更

2010年度

3 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E48号棟　個別パッケージの更新に伴う高効
率機種の採用

2010年度

4 380700
38_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

W21号棟　照明器具の効率化 2010年度

5 360700
36_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

W28号棟　コンプレッサーのＩＮＶ化 2011年度

6 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E50号棟　空冷チラーの高効率機種への更新
と一部ヒートポンプチラーへの変更

2012年度

7 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E45号棟　空冷チラーの高効率機種への更新
と一部ヒートポンプチラーへの変更

2012年度

8 360700
36_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

W10号棟　コンプレッサーのＩＮＶ化 2012年度

9 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

W10号棟　空冷チラーの更新 2012年度

10 320100
32_燃料の燃焼の合理化に
関する措置

E53号棟　ボイラー更新 2013年度

11 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

W10号棟　包装作業所(5)(6)空調省エネモー
ドの導入

2014年度

12 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

W28号棟　1系列生産に伴うターボ冷凍機効
率運転

2016年度

13 380700
38_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

E57号棟　1F LED照明器具への更新 2016年度

14 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

特定フロン使用機器の全廃（高効率機器の
選定）

2015年度～

15 360700
36_電気の動力・熱等への
変換の合理化に関する措置

特定フロン使用機器の全廃（高効率機器の
選定）

2016年度～

16 329900
32_ボイラー・工業炉・蒸
気系統・熱交換器等に係る
その他の削減対策

事業所ボイラーブロー水の低減 2016年度

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E58号棟　冷熱源機器の更新 2019年度

18 330200
33_加熱及び冷却並びに伝
熱の合理化に関する措置

E55号棟　熱源機器の更新 2019年度

19 310100 31_推進体制の整備 クールビズ、ウオームビズの実施 2009年度～

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71 190100
19_再生可能エネルギーの
設備導入

E45号棟　太陽光パネルの設置 2008年度～

72 190100
19_再生可能エネルギーの
設備導入

W40号棟　太陽光パネルの設置 2018年度～

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91 180100 18_排出量取引 再エネクレジットの充当 2020年度～

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当事業所は公道を挟み西に生産部門、東に研究部門と区分された敷地となっていますが省エネに関しては事業所全
体で取り組めるよう事業所EHS委員会が設置されており一丸となって推進しています。
当社再編事業に伴いエネルギー使用量は年々増加傾向をたどっていますが、しかしその中でも新棟についてはでき
るだけエネルギー使用量を抑えるため、効率の良い省エネ機器を積極的に導入してきました。また都条例の計画書
制度期間中も基本対策(運用対策)をベースにコンプレッサーやポンプのインバータ化などの目標対策も実施してき
ました。

効果は少ないものの、社員の意識向上に繋がった対策２点を紹介します。
≪再生可能エネルギーの活用≫
再生可能エネルギーの積極的な利用を推進し、当事業所では今まで３０kWの太陽光発電パネル設置に加え、新たに
新工場建設に際し３７KWの太陽光発電パネルを増設し動力負荷の電源に利用しています。新棟建設における再生エ
ネルギー使用についてはその発電状況等を居室の監視用液晶画面で表示することで社員に対し広く省エネに対する
意識向上に役立てています。
≪エネルギーの見える化≫
2016年6月に工事が完了した「エネルギー見える化システム」により電気と蒸気(ガス)のムダを把握し、各省エネ
施策を検討しています。



9　総量削減義務の第2計画期間履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

177,15543,94831,78131,781 31,781

年度
削 減 義 務
期 間 合 計

義務開始
の前年度

決
定
及
び
予
定
の
量

削 減 義 務 量
(D=Σ(A×B)) 19,484

155,54827,72628,174 34,293 37,631

157,671

21,6076,317

21,6074,057

3,571

640

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量 2,123

ｔ（二酸化炭素換算）

2,123

674 1,234

ｔ（二酸化炭素換算）

ｔ（二酸化炭素換算）2,123

ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量

562

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量

4,057 3,607

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

4,055

削減義務率の区分 Ⅱ

年度まで

年度2015

2015 年度から 2019

11.00%

3,5714,0553,607 6,317

11.00% 11.00%

特に優れた事業所への認定

極めて優れた事業所への認定

年度

37,864

年度2017 年度

20172016 年度

排 出 削 減 量
(F= A - E)

その他ガス削減量
の義務充当量(G)

削 減 義 務 率
(B)

2015 年度 2016 年度

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 27,724

11.00%

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D）

基 準 排 出 量
(A)

11.00%

20192018

年度 2019 年度2018



9　総量削減義務の第3計画期間履行状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　削減義務率の区分

 (2)　削減義務期間

 (3)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (4)　各年度の削減義務履行状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

削減義務率の区分 Ⅱ

2020 年度から 2024 年度まで

極めて優れた事業所への認定

年度 2023 年度 2024 年度

特に優れた事業所への認定

2020 年度 2021 年度 2022

削 減 義 務
期 間 合 計

決
定
及
び
予
定
の
量

基 準 排 出 量
(A) 43,948 43,948 43,948 43,948 43,948 219,740

2022 年度 2023 年度 2024 年度2020 年度 2021 年度

25.00%

排 出 上 限 量
（C=ΣA－D） 164,805

削 減 義 務 量
(D=Σ(A×B)) 54,935

削 減 義 務 率
(B) 25.00% 25.00% 25.00% 25.00%

その他ガス削減量
の義務充当量(G)

実
績

排 出 削 減 量
(F= A - E)

特定温室効果
ガス排出量(E) 37,631

超 過 削 減 量 の
発 行 量 (I)

振替可能削減量の
義 務 充 当 量 (H)

取 引 を 加 味 し た
排 出 削 減 量
（J=F＋G＋H－I）

　備考「取引を加味した排出削減量」とは、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の11第１項
　　　に規定する算定排出削減量をいう。

2019 年度

前年度排出量を維持したときに削減義務量に不足する削減量 23,350 ｔ（二酸化炭素換算）

前 年 度 排 出 量 を 維 持 し た と き に 移 転 又 は 次 の 削 減
計画期間における義務充当（バンキング）が可能な削減量

ｔ（二酸化炭素換算）

残 り の 削 減 義 務 期 間 に お け る 排 出 上 限 量 164,805 ｔ（二酸化炭素換算）

前年度排出量を維持したときの残りの削減義務期間における排出量 188,155 ｔ（二酸化炭素換算）

超 過 削 減 量
発 行 可 能 量




